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直面する課題に対する支援 事業承継

承継の検討

承継先の検討

親族内承継

従業員承継

第三者承継(創業引継ぎ)

第三者承継(譲渡・売却) 第三者承継(譲受・買収)

事業承継に向けた対策

① 事業承継についての情報収集
a. 事業承継の全体像把握
b. ⾃社での選択肢の検討

② 現状の確認
a. 経営状況の確認

• ローカルベンチマーク
• 経営デザインシート

b. 承継に向けた課題の整理
• 事業承継診断

c. 承継に向けた計画の策定
• 事業承継計画の策定

① 課題の整理と対策
「ヒト」(後継者・関係者等)
a. 後継者の選定
b. 後継者候補の育成
c. 役職(取締役等)の付与

「モノ・カネ(株式・⼟地/建物・資⾦等)」
a. ⾃社の評価(株価算定)

• 財務状況からの株価評価により会社価値の算定
b. 会社の持ち分(株式等)の承継

• 相続対策、遺⾔、⽣前贈与、特例税制等
c. 経営者個⼈の資産の承継対策

• 相続対策、遺⾔、⽣前贈与、特例税制等
d. 負債・個⼈保証の対策

• 経営者保証(個⼈保証)の解除
• 負債削減の対策

「知的資産(⾒えない資産・強み等)」
a. 社内の⽬に⾒えにくい経営資源の承継

• 経営理念、信⽤・実績、営業秘密、特許・ノウハウ、
熟練⼯の匠の技、営業担当の⼈脈、顧客の情報、許
可･認可・認証等

• 中期的な経営ビジョンや経営計画の策定

② 承継に向けた計画・スケジュール
a. いつまでに、なにを、どのレベルに、を具体化

a. マッチング
• マッチング先の検討
• 承継⽅法の検討

b. 株式譲渡、事業譲渡等(M&A)
• M&Aに対する理解
• M&A⼿法の検討
• 仲介機関への相談
• 企業価値改善策の検討(会社の魅⼒の「磨きあげ」)

c. マッチング
• 財務⾯のデューデリジェンス
• 事業⾯のデューデリジェンス
• 評価

d. 譲渡契約
• 契約⾦額・条件・⾦融機関対応

e. 経営引継ぎ

a. マッチング
• マッチング先の検討

b. 株式譲渡、事業譲渡等(M&A)
• M&Aに対する理解
• M&A⼿法の検討
• 仲介機関への相談
• 譲受案件の条件設定

c. マッチング
• 財務⾯のデューデリジェンス
• 事業⾯のデューデリジェンス
• 評価

d. 譲受契約
• 契約⾦額・条件・⾦融機関対応

e. 経営引継ぎ

事業承継実施後

① 承継後の事業展開
a. 新規事業展開
b. 新規設備投資など

事業承継計画

事業承継・引継ぎ
支援センター(都道府県)

第三者承継支援、
親族内承継支援、
後継者人材バンク

事業承継・引継ぎ
支援センター(都道府県)

事業承継・引継ぎ
支援センター(都道府県)

中小企業活性化協議会
(都道府県)

経営者保証解除

M&A支援機関
登録制度

金融機関・信用保証協会

事業承継・引継ぎ
支援センター(都道府県)

金融機関・信用保証協会

事業承継・
引継ぎ補助金

事業承継・
引継ぎ補助金

事業承継・
引継ぎ補助金

特例税制

M&A支援機関
登録制度

１．現状の把握
会社概要の把握

会
社
概
況

会社名 A社

事業の特徴
将来性

・現在創業８０年で相談者は３代目
・本社工場と東京営業所あり
・新商品を開発中でヒットすれば会社の業績は飛躍
的に伸びる可能性あり

住所

事業内容 薬品・健康食品製造業

創業年月 昭和３年
事業の強み

・競争力の高い自社商品
・研究開発力（研究者）

代表者

経営理念 明文化している　／　明文化していない

事業の弱み ・研究者の高齢化代表者年齢 ６０歳

財
務

状
況

売上高（３期前） １０億円 売上高（２期前） １０億円 売上高（直前期） １０億円

経常利益（３期前） ５千万円 経常利益（２期前） ５千万円 経常利益（直前期） ５千万円

固定資産 ２億円 総負債額 ３億円 役員･親族借入金 ０円

流動資産 ３億円 流動負債 ２億５，０００万円 金融機関等借入金 １億円

資本金 ２，５００万円

総資産額 ５億円 含み益（損）
※土地、株式等

５，０００万円 役員･親族貸付金 ０円

３５人

従
業

員

10・20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代～ 合計
役員 1 １ ３ ５人

正社員 ７ ６ ５ ９ ８
ﾊﾟｰﾄ社員

自
社
株
及

び
親
族
関
係

自社株式
保有状況

株主（出資者）名 続柄 出資割合

親族
関係図

本人 ７０％

弟 １０％

伯母 ５％

叔父

他人 ５％

５％

他人 ５％

個
人
財

産
の
概
算

現預金 ５千万円
有
価
証
券

内訳

その他資産

会社への
貸付金

円

負債合計 円

後
継
者
候

補

氏名 続柄 年齢
社内
社外

自社株 １億７，５００万円 自宅用 １，５００万円

時価総額

建
物

内訳 固定資産税評価額

円

資産合計

上場株式 円 当該事業用

生命保険
その他（国債、
非上場株式等）

円 その他

その他

土
地

内訳 金額

自宅用 ６，０００万円 ３億円
負債

会社からの

借入金
当該事業用 円

経歴・ポスト 経営能力
経営者
との関係

従業員
との関係

その他 その他 円 個人保証 円

経営
意欲

長男 33
社内

（総務）
製薬会社→３年前入社→

取締役総務部長

開発・生産の知識はある
が、リーダーシップや財

務知識は不足
良好

人望厚く
信頼有

あり

良好 接点なし なし

長女の夫 35 社外 銀行員 未知数 疎遠

次男 31 社外 公務員 未知数

接点なし なし

本人
（60歳）

Ｔ社３代目社長

妻
（59歳）
専業主婦

長男
（33歳）
後継者

長女
（29歳）
ＯＬ

次男
（31歳）
公務員

事業承継計画のイメージ

基

本
方

針

現在 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

１０億 １３億 １５億

５千万円 ７千万円 ９千万円

会
社

相続人に

対する売
渡請求制

度の導入

現経営者

の弟から
金庫株取

得

元役員Ｃ

氏から金
庫株取得

現経営者

に退職金
１億円支

給

６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳

社長 会長 相談役 引退

家族会議
社内へ計

画発表

取引先・

金融機関
に公表

公正証書
遺言の作

成

７０％ ６７％ ６４％ ６１％ ５８％ １０％ １０％ １０％ １０％ １０％ １０％

暦年課税

制度

相続時精
算課税制

度

任意後見

契約

３３歳 ３４歳 ３５歳 ３６歳 ３７歳 ３８歳 ３９歳 ４０歳 ４１歳 ４２歳 ４３歳

取締役 常務 専務 社長

社内
総務・経
理部長

営業部長
兼務

社外
継続的に
対外研修

受講

経営

革新塾
各種セミ

ナー

０％ ３％ ６％ ９％ １２％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％

暦年課税

制度

相続時精
算課税制

度

定款

・
株式

・
その他

年齢

役職

関係者の

理解

項目

売上高

経常利益

事
業
計

画

現
経

営
者

補足

・５年目の相続時精算課税制度による贈与時に「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」の活用を検討
する

・遺留分に配慮した遺言の作成（妻へは自宅不動産と現預金、長男へは自社株式、次男・長女へは現預金をそれぞれ
配分）

社名 A社 後継者 親族内　　・　　親族外

持株（％）

後
継

者

・長男への承継

・５年目に社長交代。（代表権を長男に譲り、現経営者は会長へ就任。１０年目に完全引退）
・長男に総務・経理を担当させ社内のローテーションを終了させる。外部の後継者教育講座も受講。

・現経営者の財産内容がほぼ固まったところで公正証書遺言を作成する。

年齢

役職

教育

株式・財産

の分配

その他

持株（％）

①以上を踏まえ、後継者を確定しましたか。

４．事業承継対策への方針

５．実施済の取り組み

法定相続人の間の人間関係、その他予想される問題点はありますか

・なるべく資産を長男に相続したいが、次男や長女の遺留分を侵害する恐れがある
・祖父の代の相続で、伯母や叔父に株式が分散している

関
係
者
の

意
見

氏名 続柄・役職 事業承継に対しての意見の内容

相続発生時に予想される問題点

具体的な分配方針は決まっていますか 次男と長女にも一定の財産は分配したい

２．関係者（後継者、親族、役員等）との意思疎通

相続税額の試算はできていますか いる　／　いない 試算額 納税方法は？ 決めていない

長男 創業以来の経営理念を是非とも引き継ぎたい。　しかし、まだ足りないスキルがあるのでは。

次男 家族会議で後継のことは兄に任せることに決めた。事業用の資産は要らない。

長女 よくわからない。相続も関係ないのでは。

弟 長男が継ぐことには賛成。株は買ってくれるなら売ってもいい。

専務 長男が継ぐのだろうが、まだ早いのでは。

３．承継の方法、後継者の確定

後継者続柄 強み 弱み

薬学部で学んだ薬品知識
開発意欲

財務・営業

現状行った、行っている教育

長男
総務（経理含む）は担当中

継続的に対外研修を受講している

②事業承継方針を社内・取引先企業・金融機関等に公表しましたか

した
誰に 　親族 　社内関係者 　取引先企業

後継者　・　承継時期 後継者　・　承継時期
　金融機関

していない
内容 後継者　・　承継時期 後継者　・　承継時期

承継時期 ５年を目処に考えている
承継後の

会社への関与

社長交代後、３年間は会長、

その後相談役を２年、１０年目に完全引退

経
営
計
画

定性目標 創業からの理念を継承しながら、新たな商品開発によって業績を拡大する

１０年目

売上高 １０億円 １０億円 １０億円 １０億円 １０億円 １３億円 １３億円 １３億円

４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目直前期 １年目 ２年目 ３年目

１３億円 １３億円 １５億円

経常利益 ５千万円 ５千万円 ５千万円 ７千万円 ９千万円７千万円 ７千万円５千万円 ５千万円 ７千万円 ７千万円

株式譲渡制限条項の設置

拒否権付種類株式（黄金株）の発行

【その他の情報】
・今年の正月に家族会議を行い、長男を後継者とすることを決定
・そろそろ社内にも公表しようと思っているが時期は未定

贈与税・相続税の納税猶予制度の活用
相続時精算課税制度を活用した生前贈与 相続人に対する売渡請求条項の設置 民法の特例の活用実

施
済
は
内
容
を

記
入

暦年課税制度を活用した生前贈与

遺言信託を活用

株式の買取（経営者・後継者・法人）

遺言の活用（公正証書遺言・自筆証書遺言） 議決権制限株式の発行 金融支援の活用
後継者候補の報酬を増額

任意後見制度の活用 生命保険の活用 事業承継に先立って債務の圧縮を実施

債務保証軽減のため金融機関と交渉

特に取り組みは行っていない

※上記の主要な支援策以外にも、様々な支援策があります。


